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１ 目的と位置付け 

 

１－１ 目的と背景 

 

「第２次札幌市都市計画マスタープラン（以下、「本計画」という。）」は、札幌の目指すべき都

市の将来像の実現に向けた取組の方向性を全市的視点から整理し、都市づくりの総合性・一体性

を確保することを目的としています。また、今後の協働の都市づくりを推進するために市民・企

業・行政等が共有するものです。 

札幌市では、平成 16 年（2004 年）に、本計画の前身となる「札幌市都市計画マスタープラ

ン（以下、「前計画」という。）」を策定しました。前計画では、人口増加の鈍化を前提とし、「持

続可能なコンパクト・シティへの再構築」といった理念や、「全市的な都市構造の維持・強化」、

「地域の取組の連鎖」といった都市づくりの基本目標を掲げ、その実現に向けて取り組んできま

した。 

その後約 10 年が経過し、今後は人口減少に転じる予測がされているほか、超高齢社会の到来、

生産年齢人口の減少など、札幌を取り巻く状況は変化し続けています。 

このような社会経済情勢の変化を受け、平成 25 年（2013 年）に、本市の最上位計画である

「札幌市まちづくり戦略ビジョン（以下、「戦略ビジョン」という。）」が策定されました。こ

の戦略ビジョンにおける都市づくりに関する事項を踏まえつつ、また「低炭素都市づくり」や「安

全・安心な都市づくり」といった今日的な社会ニーズに対応した都市づくりの取組を推進してい

くため、計画を見直すことにしました。 
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１－２ 位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【根拠法】 

都市計画法第 18 条の 2 の規定による「市町村の都市計画に関する基本的な方針」として定

めます。 

 

【上位計画等との関係】 

札幌市まちづくり戦略ビジョンを上位計画とし、そのうち都市づくりに関わる事項について 

他の分野別計画などとも整合性を保ちながら定めます。 

また、北海道が定める広域のマスタープランである「都市計画区域の整備、開発及び保全の 

方針」との整合を図りつつ定めます。 

 

【具体的な都市計画等との関係】 

本市の都市計画は、都市計画法に基づき本計画に即して定める必要があります。 

また、地域単位で具体的に個別の事業を実施する際には本計画を踏まえるなど、都市計画制

度によらない都市づくりの取組においても、一つの指針として活用していきます。 

  

※立地適正化計画は、都市計画マスタープランの一部とみなされます。

（都市再生特別措置法第 82 条）

連携整合

連携
整合

北海道が定めるもの 札幌市が定めるもの

札幌市まちづくり戦略ビジョン（平成25年）

上位計画

第２次札幌市都市計画マスタープラン

北海道決定の都市計画
（広域的・根幹的）

札幌市決定の都市計画
【道路、公園等】

【市街地再開発事業等】

都市づくりに関わる事項

事 業 化

整合

札幌市立地適正化計画（※）

個
別
事
業

即する

札幌市決定の都市計画
【用途地域､地区計画等】

運 用

即する

都市計画区域の
整備、開発及び

保全の方針

踏まえる

都市再開発方針

総合交通計画

エネルギービジョン

みどりの基本計画

都心まちづくり計画

地域ごとの
まちづくり計画

景観計画

その他の計画等

他の分野別計画など

強靭化計画

連携整合
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１－３ 計画の前提 

 

（１）札幌市まちづくり戦略ビジョンにおける考え方 

【目指すべき都市像等】 

上位計画である札幌市まちづくり戦略ビジョンにおいて、目指すべき都市像等として以下が示

されています。 

本計画は、これらの都市像等を前提に、その実現を支える都市づくりの指針として定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【都市空間の創造に当たっての基本的な考え方】 

札幌市まちづくり戦略ビジョンでは、これからの都市空間を創造するための基本目標を、次の

ように設定しています。 

 

 

 

 

 また、札幌型の集約連携都市への再構築を進めるため、都市空間の創造に当たってのコンセプ

トを以下のとおり設定しています。 

 

重 要 な 視 点

地域 経済
子ども
若者
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文化
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環境
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で
の
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な
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「
人
に
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し
い
」
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く
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次
世
代
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続
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能
な

ま
ち
づ
く
り

文
化
芸
術
・

ス
ポ
ー
ツ
に
よ
る

創
造
性
の
育
み

魅
力
と
活
力
を

持
続
的
に
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る
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の
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づ
く
り

『持続可能な札幌型の集約連携都市への再構築を進める』 

目指すべき都市像
北海道の未来を創造し、

世界が憧れるまち
互いに手を携え、

心豊かにつながる共生のまち

※札幌市まちづくり戦略ビジョン（ビジョン編）より抜粋

※札幌市まちづくり戦略ビジョン（戦略編）より抜粋
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札幌型の集約連携都市のイメージ 

札幌型の集約連携都市 将来の都市空間図 
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（２）目標年次 

目標年次は、札幌市まちづくり戦略ビジョン（戦略編）の第２章第２節「都市空間の創造に

当たっての基本的な考え方」を踏まえ、概ね 20 年後の平成 47 年（2035 年）とします。 

 

（３）将来人口（20 年後） 

札幌市まちづくり戦略ビジョンで予測した人口の将来見通しと同様に、目標年次における人口

を 182 万人と想定します※。  

なお、具体の都市計画の決定等に際しては、必要に応じてその時点での分析を行い、適切な運

用を行うものとします。  

 

（４）対象区域 

本市の行政区域を対象とします。 

なお、都市計画法上、都市計画を定め得る範囲は、原則として本市の都市計画区域内となりま

すが、広域の視点を持ちながら、都市計画制度によらない取組を含めて総合的に都市づくりを進

めていくことが重要であることを踏まえ、対象区域を設定したものです。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図○ 都市計画マスタープランの対象区域 

※「札幌未来創生プラン」では、合計特殊出生率が平成 42 年（2030 年）に 1.5（市民希望出生率）に上昇した場合の平

成 47 年（2035 年）の将来人口を 188 万人と推計している。 
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（５）計画の見直し 

本計画は、概ね 20 年後の将来を見据えた計画とすることを基本としますが、社会経済情勢

の変化や関連計画の変更などに応じ、計画期間内に将来展望に変化が生じた場合には、基本方

針や取組の方向性などを見直していくものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

  
実施可能な取組
から展開

取組の内容や優先順位を
変更しながら推進

社会経済情勢の変化や関連計画の変更等

計画の見直し

都市の
将来像

平成27年（2015年） 平成47（2035年）
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１－４ 計画の構成 

 

（１）計画の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

今後の取組を推進するに当たって求
められる仕組みについて整理します。

「都市づくりの理念」や「基本目標」

の実現に向けて、個々に取り組むべ

き取組の方向性を部門ごとに定めま

す。 

１ 目的と位置づけ 

６ 取組を支える仕組み 

 

４ 総合的な取組の方向性 

５ 部門別の取組の方向性 

土
地
利
用 

交
通 

 
 

み
ど
り 

エ
ネ
ル
ギ
ー

 
 

 

各
種 

 
 

都
市
施
設 

5-1 5-2 5-3 5-4 5-5

３ 都市づくりの理念、基本目標 

２ これまでの都市づくり 

「都市づくりの理念」や「基本目標」
の実現に向けて、今後優先的に取り
組むべき総合的な取組の方向性を総
括します。 

P1～

P13～

P19～

P33～

P51～

P107～



 

9 
 

 

  

 

ここでは、都市づくりの理念や基本目標の考え方を整理します。 

３－１ 都市を取り巻く状況の変化とその課題 

 

３－２ 重視すべき観点 

（１） 見直しのポイント 

（２） 今後重視すべき観点 

 

S・M・I・L・Es City Sapporo  
            ～誰もが笑顔でいきいきとすごせるまちへ～ 

（スマイルズ・シティ・サッポロ） 

持続可能なコンパクト・シティへの再構築 

都市計画マスタープラン（平成 16 年）の理念 

S・L・I・M City Sapporo 

札幌市まちづくり戦略ビジョンの都市空間のコンセプト 

３－３ 都市づくりの理念、基本目標 

（１） 都市づくりの理念 

（３） 都市づくりの基本目標を実現する 

ための考え方 

（２） 都市づくりの基本目標 

取組の方向性など 

対
応 

踏
ま
え
る 

踏
襲 

さ
ら
に 

進
め
る 

都市空間像 

取組の進め方 

都市づくり全体 

身近な地域 

実現に向けて 

踏
ま
え
る 
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１ 目的と位置づけ 

札幌市の目指すべき都市の将来像の実現に向けた取組の方向性を全市的視点から
整理し、都市づくりの総合性、一体性を確保することを目的とするとともに、今
後の協働の都市づくりを推進するために市民・企業・行政等が共有するものと
する。 

札幌市まちづくり戦略ビジョンのうち、都市空間に関わる事項を受けて定める都市づくりの全市的指針 

目標年次：平成 47 年
    （2035 年）
将来人口：182 万人 
対象区域：行政区域 

○目的 

○位置付け 

○前提 

２ これまでの都市づくり 

北海道開拓の拠点都市として都市づくりが始まり、人口・産業
の集中、オリンピックの開催、政令指定都市への移行を経て計
画的な都市づくりを推進     

平成 16 年の都市計画マスタープラン
策定以降、新たな市街地を整備するため
の市街化区域の拡大は行っていない 

３ 都市づくりの理念、基本目標 

3-1 都市を取り巻く状況の変化とその課題 

○ 人口増加の鈍化から減少に転じる見込み 
○ 少子高齢化の進行 
○ 子育て家庭の世帯構成の変化 
○ 再生可能エネルギー活用の気運の高まり 
○ 公共施設や都市基盤の維持・更新費の増大  など 

○状況の変化  ○課題 

○ 福祉・医療の機能、生活利便機能の確保 
○ 子育て支援の充実 
○ 生活交通の確保 
○ 再生可能エネルギーの導入・拡大 
○ 都市基盤などの効率的な維持・管理 など

3-２ 重視すべき観点 

S・M・I・L・Es City Sapporo（スマイルズ・シティ・サッポロ） 

                 ～誰もが笑顔でいきいきとすごせるまちへ～ 

○理念 

○今後重視すべき観点 

 新たな価値を創造し、成熟社会を支える都市づくり 

 持続的・効率的な維持・管理が可能な都市づくり 

 地域特性に応じた地域コミュニティの活力を高める北国らしい都市づくり 

 エネルギー施策と連携し、環境と共生する低炭素型の都市づくり 

 災害等に備えた安全・安心な都市づくり 

○都市づくりの基本目標 

 【都市づくり全体】 

【身近な地域】 

高次な都市機能や活発な経済活動により、都市の魅力と活力を創出し、道内をはじめ国内外とつながり 
北海道をリードする世界都市 

（２）内容の骨格 

3-３ 都市づくりの理念、基本目標 

超高齢社会を見据え、地下鉄駅の周辺などに、居住機能と生活を支える多様な都市機能を集積することで、
円滑な移動や都市サービスを享受できるコンパクトな都市 

自然と調和したゆとりある郊外での暮らしや利便性の高い都心・拠点での暮らしが選択できるなど、住まい
の多様性が確保された札幌らしいライフスタイルが実現できる都市 

公共交通を基軸としたまちづくりの推進や、新たなエネルギーネットワークの構築などによる低炭素都市 

都市基盤が効率的に維持・保全され、都市活動が災害時にも継続できる安全・安心な都市 

多様な協働による地域の取組が連鎖する都市 
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６ 取組を支える仕組み 

 
 
(1) 基本的な考え方 

(2) 市街地のみどり 

(3) 市街地の外の 

みどり 

 
 
(1) 河川 

(2) 上水道 

(3) 下水道 

(4) 廃棄物処理施設 

５ 部門別の取組の方向性 

 
 
(1) 基本的な考え方 

(2) 市街地の範囲 

(3) 市街地の土地利用 

(4) 市街地の外の土地

利用 

 
 
(1) 基本的な考え方 

(2) 総合的な交通ネッ

トワークの確立 

(3) 地域特性に応じた

交通体系の構築 

 
 
(1) 基本的な考え方 

(2) 効率的なエネルギ

ーの面的利用の 

推進 

(3) 再生可能エネルギ

ーの活用 

土 地 利 用 交 通 み ど り エ ネ ル ギ ー 各種都市施設 

都市づくりの取組における「多様な協働」の仕組みの充実 

都市計画制度の運用における 
わかりやすさと透明性の確保 

 
ア 都市計画の案への市民意向の

反映 
イ 都市計画手続きの透明性の 

確保 

都市づくりにかかわる情報の共有
 

ア 都市づくりについて考える 
素材となる情報の収集・提供

イ 行政における相談・支援体制の
充実 

取組の内容に応じた「多様な協働」 
 

ア 取組の各段階を通じた協働 
イ 対象の広がりに応じた協働 
ウ 協働による地域の主体的な 

取組の推進 
エ 行政の取組の総合化 

４ 総合的な取組の方向性 

５ 市街地の外の自然環境の保全と活用 
 良好な自然環境の維持・保全・創出 
 市街地の外ならではの特質を生かす土地
利用の検討 

４ 地域特性に応じた一般住宅地・郊外 
住宅地の居住環境の維持・向上 

 良好な居住環境の維持・向上 
 持続可能な居住環境形成エリアの設定
による持続的なコミュニティの形成 

１ 魅力があふれ世界をひきつける
都心 

 都心強化先導エリアと札幌駅交流
拠点、大通・創世交流拠点の形成 

 歩行者優先の交通環境形成 
 低炭素都市の形成とみどり豊かな
景観の形成 

 重層的・持続的な都市発展の仕組
みづくり 

２ 多様な交流を支える地域交流拠点 
 各拠点の特性に応じて優先度を考慮
した都市開発の誘導と基盤整備 

 拠点を中心とした交通機能の向上 
 にぎわい・交流が生まれる場の創出 
 環境に配慮した取組の推進 

３ 利便性が高く魅力ある複合型高度利用市街
地の実現 

 高密度で質の高い住宅市街地の形成 
 集合型居住誘導区域の設定による集合型の
居住機能の集積 

【基本方針】 
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２
これまでの都市づくり
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２ これまでの都市づくり 

 

これからの都市づくりの方向性を定めるに当たって、ここでは、開拓期、戦前、戦後、政令指

定都市移行後、都市計画マスタープラン（平成 16 年）策定後の 5 つの区分について、これまで

の都市づくりを整理しました。 

 

 

 

 北海道開拓の拠点都市として、国による新たな都市づくりがはじまりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）開拓期の都市づくり  明治２年（1869 年）～明治 32 年（1899 年）  

図○ 明治 29 年（1896 年）の札幌の市街地 

時代背景 

 開拓使の設置：明治 2 年（1869 年） 

 道外からの移住 

都市づくりの主要課題 

国による北海道開拓の拠点としての骨格 

づくり 

主な取組 

 都心部の原型の形成 

→60 間四方の格子状街区 

 衛星村落の形成 

→屯田兵村、山鼻村、月寒村など 

 周辺都市間、村落間を結ぶ道路の形成 

→現在の国道 5 号、12 号、36 号など 
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 自治の時代に入り、北海道の中心都市へと成長していく中で、この成長を支える公共交通機関

などの整備が進みました。 

 とくに旧都市計画法の適用を受けて以降は、様々な事業が本格的に実施されてきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図○ 大正 5 年（1916 年）の札幌の市街地 

主な取組 

 公共交通のはじまり 

→馬鉄、定山渓鉄道など 

 旧都市計画法の適用と様々な都市基盤の整

備 

→旧都市計画法の施行：大正 8 年(1919 年) 

→   〃  の適用：大正 12 年(1923 年)

→下水道計画着手：大正 15 年(1926 年) 

→都市計画区域の決定：昭和 2 年(1927 年) 

→市電運行：昭和 2 年(1927 年) 

→上水道営業開始：昭和 12 年(1937 年) 

都市づくりの主要課題 

自治の萌芽と北海道の中心都市への成長を

支える基盤づくり 

時代背景 

 北海道区政施行：明治 32 年(1899 年) 

 軍需による工・鉱業発展 

       ：大正 4 年(1915 年)頃 

 北海道博覧会による好況 

       ：大正 7 年(1918 年) 

 市政施行：大正 11 年(1922 年) 

 人口全道一：昭和 15 年(1940 年) 

（２）戦前の都市づくり  明治 32 年（1899 年）～昭和 20 年（1945 年）  
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 人口や産業の集中が急速に進んだこの時代には、これに対応した土地区画整理事業などが積極

的に実施されました。 

 中でも昭和 47 年（1972 年）に開催することになる冬季オリンピックの招致が決定したこと

は、地下鉄南北線の開通をはじめ、都市基盤の整備に一層の拍車をかけました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

  

図○ 昭和 25 年（1950 年）の札幌の市街地 

（３）戦後の都市づくり  昭和 20 年（1945 年）～昭和 47 年（1972 年）  

時代背景 

 本州大企業の中心市街地への進出 

     ：昭和 25 年(1950 年)頃～ 

 急激な人口増加 

 周辺市町村との合併による市域の拡大 

→札幌村、篠路村など 

 オリンピック招致決定 

     ：昭和 41 年(1966 年) 

都市づくりの主要課題 

急激な拡大に対応した各種の基盤整備 

 

主な取組 

 都心周辺での土地区画整理事業の積極的な

実施 

→東札幌、伏見など 

 オリンピックを前にした骨格基盤整備 

→地下鉄南北線開通：昭和 46 年(1971 年) 
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 人口や産業が集中する都市化の進展が続く中、新たな都市計画制度を運用し、計画的な市街地

の整備・拡大を進めました。 

 とくに市街地の郊外部には、この時代に入って計画的に整備された戸建住宅主体の街並みが広

がっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図○ 昭和 50 年（1975 年）の札幌の市街地 

（４）政令指定都市移行後の都市づくり  昭和 47 年（1972 年）～平成 16 年（2004 年）  

時代背景 

 オリンピック開催 

：昭和 47 年(1972 年) 

 政令指定都市への移行 

   ：昭和 47 年(1972 年) 

 人口増加の持続 

都市づくりの主要課題 

市街地拡大の計画的コントロール 

主な取組 

 無秩序な市街地拡大の抑制 

→区域区分(線引き)の実施：昭和 45 年(1970 年)～ 

 良好な民間開発の誘導 

→札幌市宅地開発要綱：昭和 48 年(1973 年)～ 

→札幌市住区整備基本計画：昭和 48 年(1973 年)～ 

→札幌市東部地域開発基本計画：昭和 49 年(1974 年)～ 
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平成 16 年（2004 年）に前計画を策定してからは、緩やかに増加していた人口を当時の市街

化区域内に誘導しており、新たな市街地を整備するための市街化区域の拡大は行っていません。 

また、平成 18 年（2006 年）には、秩序ある街並み形成を図るため、建物の高さの最高限度

を定めた高度地区を、市内のほぼ全域に定めました。 

さらに、市街地内の充実、特に地域の特性を踏まえたまちづくりを進めるため、地域ごとのま

ちづくり計画策定や再開発の事業化に向けた取組も順次進めてきました。 
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図○ 平成 27 年（2015 年）の札幌の市街地 

図○ 市街化区域面積の変遷 

（５）都市計画マスタープラン(平成 16 年)策定後の都市づくり  平成 16 年（2004 年）～ 

【真駒内】 

・真駒内駅前地区まちづくり指針 

・旧真駒内緑小学校の活用 

【新札幌】 

・新さっぽろ駅周辺地区 

まちづくり計画 

・市営住宅下野幌団地建替・集約

【苗穂】 

・苗穂駅周辺地区まちづくり計画

・苗穂駅移転・橋上化 

【篠路】 

・篠路駅周辺地区まちづくり 

実施計画 

【都心のまちづくり】 

・緑を感じる都心の街並み形成計画 

・都心まちづくり戦略 

 


